
Ⅶ．そ 　 　 の 　 　 他



－319－



－320－

使用状況が特殊な例（シビアコンディションの判定）
条　　　　　件 条　　件　　の　　目　　安

Ａ
悪路
凹凸路、砂利道、
雪道、未舗装路等

走行距離の 30％以上が次の条件に該当する場合
・運転手が体に衝撃（突き上げ感）を感じる荒れた路面
・石をはね上げたり、わだち等により下廻りを当てたりする機会
の多い路面

・ホコリの多い路面

Ｂ 走行距離大
①自家用自動車：20,000㎞／年走行する場合

（別表第６適用車）
②事業用自動車等：10,000㎞／月走行する場合

（別表第３適用車）

Ｃ 山道、登降坂路 走行距離の 30％以上が次の条件に該当する場合
・登り下りの走行が多く、ブレーキの使用回数が多い。

Ｄ 短距離走行の繰返し １回の走行距離が８㎞以下が多い場合

Ｅ 低速走行の繰返し 走行距離の 30％以上が次の条件に該当する場合
・20㎞／ h以下の走行が多い場合

Ｆ 高地走行が多い 走行距離の 30％以上が次の条件に該当する場合
・高度 2000m 以上の走行が多い場合

Ｇ 長時間アイドリング
（ディーゼル車を除く）

１回の運転で走行頻度に対しアイドリング時間が長い場合
・（目安）１日のアイドリングでの累積時間が２時間程度

【指定規則第６条第１項各号ロの点検項目（使用状況が特殊である自動車の追加点検項目）】
メーカーが指定するシビアコンディション判定条件により指定規則別表第３～第６の点検項目を追
加する。
＜別表第３～第６で掲げられている点検項目の抜粋＞
・かじ取り装置のギヤ・ボックスの機能
・シャシばね又はショック・アブソーバの緩衝能力
・原動機の運転状態　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等々

【指定規則第６条第１項各号ハの点検項目（特殊な構造及び装置を有する自動車の追加点検項目）】
自動車の構造・装置が特殊である場合にはメーカーが指定する点検項目を追加する。
＜メーカーが指定する特殊な構造装置の点検項目例＞
・過給装置のベルトの緩み及び損傷（マツダ・トヨタ等）
・油圧サスペンション車高調整機能（日産等）
・トランスミッション・カーボン・ブラシの摩耗（スバル等）
・エンジン・バルブのすき間（マツダ、三菱等）
・ロード・センシング（プロポーショニング）バルブの機能（大型、中型）
・ハイブリッド車インバーターの水量・水漏れ（マツダ・トヨタ等）
・過給圧制御装置の機能（スバル）　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等々
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「自動車整備事業の取扱い及び指導要領について（依命通達）」（令和２年４月１日）

（以下「指導要領」という。）の別添３「第５（2）」において「みなし規定の適用につ

いては、点検作業及び検査作業の実務の全過程を自ら行うこと。」となっているが、例

えば、ブレーキ・ドラムの取り外しを作業員が行い、その点検を自動車検査員が実施し

た場合は、「みなし規定の適用」はできないのですか。

指導要領別添３「第５（2）」により、自動車検査員が点検作業及び検査作業の実務の

全過程を自ら行うこととしており、合理化はできません。
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「自動車整備事業の取扱い及び指導要領について（依命通達）」（令和２年４月１日）

（以下「指導要領」という。）の別添３「第５（2）」において「みなし規定の適用につ

いては、点検作業及び検査作業の実務の全過程を自ら行うこと。」となっているが、例

えば、ブレーキ・ドラムの取り外しを作業員が行い、その点検を自動車検査員が実施し

た場合は、「みなし規定の適用」はできないのですか。

指導要領別添３「第５（2）」により、自動車検査員が点検作業及び検査作業の実務の

全過程を自ら行うこととしており、合理化はできません。

指導要領別添３「第３（4）」の前段に記述されている「規則第８条第２項に規定する

点検項目の一部を行うこととしても差し支えない」とは、どういう意味ですか。

指導要領別添３「第３（4）」の後段に記述されている「規則第８条第２項の点検の際に、

規則別表第二の３の項及び４の項の検査を行っても差し支えない」とは、どういう意味ですか。
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「一時抹消登録を受けた自動車（道路運送車両法第94条の５第７項の適用を受ける自動車

を除く。）に対し保安基準適合証を交付する場合の取扱いについて」（平成28年１月25日

付け近運技整第399号及び近運技技第1100号）により、構造等に関する事項に変更がない

ものは、 　の取り扱いができます。

特定

指定 特定

指導要領別添３「第３（4）」の前段に記述されている「規則第８条第２項に規定する

点検項目の一部を行うこととしても差し支えない」とは、どういう意味ですか。

指導要領別添３「第３（4）」の後段に記述されている「規則第８条第２項の点検の際に、

規則別表第二の３の項及び４の項の検査を行っても差し支えない」とは、どういう意味ですか。
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Ａ２-3-3「構造等に関する事項」とは、道路運送車両法第７１条の２において、「当該自動車の長さ、

幅又は高さその他の国土交通省令で定める事項」と規定されている事項を言う。国土交通省令

で定める事項とは、道路運送車両法施行規則第４３条の２に１６項目が規定されています。

ただし、用途については、「自動車の用途の変更の場合における構造等に関する事項の同一

の範囲について（依命通達）」（平成７年１２月２８日付け自技第２５９号及び自整第２６８号、

最終改正平成２８年５月９日付け国自整第３７号）記１、記３（道路運送車両法施行規則第２

条の３第２号に掲げるもの及び検査対象軽自動車に限る。）及び記４（検査対象軽自動車に限

る。）に該当する用途の変更については、構造等に関する事項と同一に該当するものとして取

り扱います。（Ｐ 120 参照）

（参考：道路運送車両法施行規則第４３条の２に規定された１６項目）

（1）車名及び型式

（2）普通自動車、小型自動車、検査対象軽自動車又は大型特殊自動車の別

（3）長さ、幅及び高さ

「一時抹消登録を受けた自動車（道路運送車両法第94条の５第７項の適用を受ける自動車

を除く。）に対し保安基準適合証を交付する場合の取扱いについて」（平成28年１月25日

付け近運技整第399号及び近運技技第1100号）により、構造等に関する事項に変更がない

ものは、 　の取り扱いができます。

特定

指定 特定
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（4）車体の形状

（5）原動機の型式

（6）燃料の種類

（7）原動機の総排気量又は定格出力

（8）人の運送の用に供する自動車であって乗車定員 11 人以上のものにあっては、自家用又は

事業用

（9）用途

（10) 牽引自動車にあっては、牽引重量又は第五輪荷重並びに被牽引自動車の車名及び型式並

びに牽引可能なキャンピングトレーラ等の車両総重量

（11）被牽引自動車にあっては、牽引自動車の車名及び型式

（12）乗車定員又は最大積載量

（13）車両重量及び車両総重量

（14）空車状態における軸重

（15）タンク自動車であって爆発性液体又は高圧ガスを運送するものにあっては、積載物品名

（16）貨物の運送の用に供する普通自動車であって車両総重量が七トン以上のものにあっては、燃

料タンクの個数及びそれぞれの燃料タンクの容量
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２．検査機器等によるＱ＆Ａ

Ｑ１�．前軸が「全車輪ロック」した場合であっても、制動力の総和が審査時車両状態の 50%

（4.90N/kg）以上ある時は、指定整備記録簿の前軸重欄へ「全車輪ロック」と記載しなくてもよ

いか。

　　�　なお、（　）書きの数値は制動力の計量単位がN表示のブレーキ・テスタによる場合を示す。

　　　以下同じ。

Ａ１．記載しなくてもよい。

Ｑ２�．軸重不明車のブレーキの制動力の判定と計算方法はどのようにすればよいか。

Ａ２�．軸重不明の車両であっても、独立行政法人自動車技術総合機構審査事務規程（以下「規程」と

いう。）９－３（1）①ア（ｳ）又は９－３（1）①イ（ｳ）で「主制動装置にあっては、左右の車

輪の制動力の差が審査時車両状態における当該車軸の軸重の 0.78N/kg（８%）以下であること。」

となっているので次の方法により確認されたい。

　　（1�）ブレーキペダルを最大に踏み込んだ時の左右の制動力の差が、左右いずれか大きい方の制動

力の 20％以下であること。

　　（2�）ホイールがロックするまでの過程における時点の左右の制動力の差が、左右いずれか大きい

方の制動力の 20％以下であること。

　　�　以上（1）及び（2）の検査を実施すれば、軸重が不明であっても規程９－３（1）①ア（ｳ）又

は９－３（1）①イ（ｳ）を満足していると判断して差し支えない。

　　�　また、規程９－３（1）①ア（ｱ）又は９－３（1）①イ（ｱ）で「主制動装置にあっては、制動

力の総和が審査時車両状態における自動車の重量の 50%（4.90N/kg）以上であリ、かつ、後車輪

にかかわる制動力の和が審査時車両状態における当該車軸の軸重の 10%（0.98N/kg）以上である

こと。」となっているが、後車軸の軸重が不明の場合は、後輪ブレーキのロック状態の確認又は

制動力の総和が審査時車両状態における自動車の重量の 50%（4.90N/kg）以上あれば、後車輪に

かかる制動力の和が審査時車両状態における当該車軸の軸重の 10%（0.98N/kg）以上あるものと

判断して差し支えない。

Ｑ３�．分離ブレーキが複軸に装着されている場合であっても、１軸で規定の制動力の基準を満足す

れば他の軸は計測しなくてもよいか。

Ａ３．複軸ともに計測すること。（機能の確認が必要）

　　�　余白部への記載は、１軸で実施要領の制動力の基準を滴足すればその数値を記載すればよいが、

不足している場合は２軸目の制動力の計測値を二段書きもしくは、２軸の制動力の合計の数値を

記載すること。

Ｑ４．フルトレーラの制動力の計測値の判定は、どのようにするのか。

Ａ４．各軸重ごとに判定すればよい。



－332－

Ｑ５�．後軸の制動力が 10%（0.98N/kg）以上に改正されたが、ブレーキ・テスタが大型用でレッドゾー

ンの中に入るがよいか。

Ａ５�．後軸の制動力が 10%（0.98N/kg）以上は実施要領に規定された制動力の基準であり、現状の車

両において、この基準により制動力を判定することは少ないと思われるが、計測値がレッドゾーン内

の数値となったものにより判定することは、不可である。

Ｑ６．LPG・CNG車の検査の取扱いについて

　　　LPG・CNG検査員の認定を受けていないが証明書は必要か。

Ａ６�．LPG・CNG検査員の認定を受けていなければ証明行為は出来ないが、規程に基づき気密検査

を実施し、指定整備記録簿の整備及び検査の概要欄に記入することにより、自社の指定整備扱い

は出来ます。

Ｑ７�．幅緩和のため、完成検査場に入庫出来ないトレーラーの分離ブレーキのテスト方法について

Ａ７�．走行テストにより検査すること。（エアー配管を外した状態で、トラクターを低速ギアにおけ

る発進を試み該当する車輪が「ロック」していることを確認する方法でよい。

Ｑ８�．検査機器による計測が困難な自動車（国の検査場においても検査機器を使用して検査ができ

ない自動車）の検査方法は、どのようにすればよいのか。

Ａ８－１�．２デフ車、大型特殊自動車及び保安基準緩和車両のうち、軸重が 10 トンを超えるもの等で、

物理的に計測できない自動車に対する制動力の判定及び記載は、次により行うこと。

　　　　（ｲ）主ブレーキ

　　　　　�　走行テストを実施し、規程８－ 18 －２（2）④（道路運送車両の保安基準第２章の規定

の適用関係の整理のため必要な事項を定める告示第９条第５項第２号の規定により平成 12

年６月 30 日以前に製作された車両総重量 3.5 トンを超える自動車は規程９－３にかかわ

らず、この規定が適用される。）に適合している事を確認する。なお、市街地等で適当な

場所が無い場合にあっては、規定の初速度を１ランク引き下げ、対応する停止距離を確認

する方法を用いてもよい。

　　　　　　記載については、記載例により行うこと。

規程８－ 18 －２（2）④

　主制動装置は、乾燥した平たんな舗装路面で、その自動車の最高速度に応じ次の表に

掲げる制動能力を有すること。この場合において運転者の操作力は、足動式のものにあっ

ては 900 ニュートン以下、手動式のものにあっては 300 ニュートン以下とする。
最高速度（キロメートル毎時）制動初速度（キロメートル毎時）停止距離（メートル）

80 以上 50 22 以下
35 以上 80 未満 35 14 以下
20 以上 35 未満 20 ５以下
20 未満 その最高速度 ５以下
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　　　　（ﾛ）駐車ブレーキ

　　　　　�　５分の１こう配の路面においてテストすることが望ましいが、実施が困難な場合は低速

で走行し、駐車ブレーキを操作することにより該当する車輪がロックすることを確認する

方法を用いてもよい。

　　　　　�　記載については、「走行テスト等の方法と結果」欄に「路上試験において制動装置を備

える車軸の全ての車輪のロックを確認」と記載すること。

　　　　（記載例）

走行テスト等の
方法と結果

路上試験において制動装置を備える車軸
の全ての車輪のロックを確認

Ａ８－２�．スピードメーターの検査を走行テストにより実施する場合について

　　　　�　速度計の検出部が駆動軸以外に設けられている自動車、二輪車、大型特殊車、２デフ車及

びフルタイム４輪駆動車等の「速度計の指示の誤差」の検査は、他の自動車と併走すること

による走行テストを実施すること。

　　　　　走行テストの方法及び記載については、次により行うこと。

　　　　（速度計の指示の誤差）

　　　　�　検査車（車検の車両）が 40km/h（40km/h に満たないものはその自動車の最高速度）で走

行した時に合図し、随行車の速度を検査員が読み取り、スピードメータ・テスタにおいて随

行車をその時の速度に再現し、その状態で計測したスピードメータ・テスタの数値を記載す

る。

　　　　（記載方法）

　　　　�　「速度計と指示の誤差」欄に数値を記載するとともに、「走行テスト等の方法と結果」欄に

記載例により走行テストの概要を記載すること。

　　　　（記載例）

走行テスト等の
方法と結果

日時　令和〇年〇月〇日　14時45分
場所　〇〇国道
随行車　奈良500〇1214
テスト車　　　随行車　　　　テスタ指示値
40.0km/h　  39.0km/h　  39.5km/h

速度計の誤差

＋・－

km/h
0.5

Ｑ９�．ハロゲンヘッドランプ等装着車及び前照灯の取付高さが 1.2m 以上の自動車の前照灯の検査方

法は、どのようにすればよいか。

Ａ９�．ハロゲンヘッドランプ等装着車の検査方法については、測定可能なテスタがない場合、自動車

製作者の指示による方法のほか、当分の間、光軸の振れは、走行用前照灯を点灯し、壁面等に照

射した状態が、適切な状態（主光軸が正射されている状態）であることを視認により確認すると

ともに、光度については、ヘッドライト・テスタにより計測すること。

　　�　また、物理的に計測できない自動車については、光軸の振れ、光度とも視認により適切な状態

であることを確認すること。

　　　記載方法は、「視認良好」と記載すること。
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　　（記載例）ハロゲンヘッドランプ装着車　２灯式

　　　測定可能なテスタがない場合	 物理的に計測できない場合

cm cm 
下 

cm 

下 

cm 
左・右 

cm 

左・右 

cm 
主×100 

cd 

主×100 

cd 
副×100 

cd 

副×100 

cd 

前  照  灯 
 右 左 

取
付
高
さ

光

　軸

光

　度

68.0 68.0

視認良好 視認良好

視認良好 視認良好

400400

cm cm 
下 

cm 

下 

cm 
左・右 

cm 

左・右 

cm 
主×100 

cd 

主×100 

cd 
副×100 

cd 

副×100 

cd 

前  照  灯 
 右 左 

取
付
高
さ

光

　軸

光

　度

130.0 130.0

視認良好 視認良好

視認良好 視認良好

視認良好 視認良好

Ｑ 10�．審査事務規程に基づき、前軸重に 55kg を加えるとブレーキ・テスタ等の許容軸重を超える

こととなる場合は、指定整備取扱いはできないのか。

Ａ 10�．審査時車両状態における車両重量（前軸重に 55kg を加えた状態の重量）が許容軸重等を超え

る場合は、指定整備の取扱いはできません。

Ｑ 11�．指定整備記録簿の完成検査における「目視等による検査項目」欄の記入において、各項目ご

とにどの様な保安基準の内容を検査したらよいのか。

Ａ 11�．各項目ごとに対応する保安基準の内容を検査すればよい。具体的には、別表（P204、P219 ～）

を参考として、目視等で検査を行いチェックすればよい。

　　　ただし、該当する装置がない項目はチェック欄を斜線で消しておくこと。



－335－

×
×
×

（例）　インバータの水量・水漏れ

〔Ⅱ〕特殊（使用状況・構造装置）な自動車に対し、点検・

整備が必要と認められた場合に実施する項目

　①特殊な使用状況例（シビア・コンディション、指定

規則第６条各号ロの点検）

　　▪走行距離大

　　　自家用自動車：20,000 ㎞／年（別表第６適用車）

　　　事業用自動車等：10,000 ㎞／月（別表第３適用車）

　　　※マイカー通勤の距離が長く年間走行距離が

20,000 ㎞を超える場合等

　　▪山道、登降坂路

　　　走行距離の 30％以上が次の条件に該当する場合

　　　登り下りの走行が多く、ブレーキの使用回数が多

い。

　　　※通勤が山越えルートになっており、走行距離の

30％以上が登降坂路の場合等

　　▪短距離走行の繰返し

　　　１回の走行距離が８㎞以下が多い場合

　　　※軽自動車等で、近郊の買い物にのみ使用する場

合等

　②特殊な構造装置例（指定規則第６条各号ハの点検）

　　▪油圧サスペンションのダスト・ブーツの損傷、取

付状態

　　▪ＬＰＧインジェクタの状態

　　▪過給圧制御装置の機能

目視等による検査において整備が必要となった場合の記

入例

　　▪JIS の「自動車用緊急保安炎筒」の規格を有しな

いもの、損傷、または湿気を吸収したため、性能

が著しく低下しているものは不適合
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事　務　連　絡
平成26年３月20日

自動車局整備課整備事業班長
検 査 班 長

（抜粋）
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（削除） （削除）
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http://www.naltec.go.jp/publication/regulation/shinsajimukitei.html
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http://www.naltec.go.jp/publication/regulation/shinsajimukitei.html
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４．継続検査等申請書への整備工場コード記入について 

  各地方運輸局自動車技術安全部長 殿 

国 自 整 第 ９ ３ 号 

平成１６年９月３０日 

改正　国自整第２４５号 

平成３１年２月５日 

自動車局整備課長 

　街頭検査等において、車両の点検整備の実施状況を調査する機会が増大している

こと等から、点検整備を実施した自動車分解整備事業場又は指定自動車整備事業場

(以下「自動車整備事業場」という。)を容易に特定することができるようにするため、

新規検査若しくは予備検査 ( 道路運送車両法 ( 昭和 26 年法律第 185 号 ) 第 16 条第

1 項の申請に基づく一時抹消登録を受けた自動車又は法第 69 条第 4 項の規定による

自動車検査証返納証明書の交付を受けた検査対象軽自動車若しくは二輪の小型自動

車に限る。) 又は継続検査を申請する場合においては、別添、「整備工場コード記入

要領」により申請書の整備工場コード欄に運輸支局コード及び自動車整備事業場の

認証又は指定の一連番号 ( 以下「整備工場コード」という。) の記入が申請の際に

必要となる旨貴局管内の自動車分解整備事業者及び指定自動車整備事業者に対し周

知徹底を図られたい。

※道路運送車両法改正による読み替え

自動車分解整備事業者　→　自動車特定整備事業者
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（参考）
整備工場コード記入要領

１．整備工場コードの構成

運 輸

支局名

運輸支局

コード
運輸局認証番号の例 整備工場コード欄への記入例

－

運輸支局コード 認証の一連番号

又は

指定の一連番号

運輸支局

コード
認証の一連番号

左記例のアンダーラ

イン部

（右づめ左づめ可）

大阪 ６１ 

大陸整認大第１２３４号

近運整認大第１２３４号

□6 □1 －□1 □2 □3 □4 □  

 

京都 ６２ 
大陸整認京第１２３４号

近運整認京第１２３４号

□6 □2 －□1 □2 □3 □4 □  

兵庫 ６３ 
大陸整認兵第１２３４号

近運整認兵第１２３４号

□6 □3 －□1 □2 □3 □4 □  

滋賀 ６４ 
大陸整認滋第１２３４号

近運整認滋第１２３４号

□6 □4 －□1 □2 □3 □4 □  

奈良 ６５ 
大陸整認奈第１２３４号

近運整認奈第１２３４号

□6 □5 －□1 □2 □3 □4 □  

和歌山 ６６ 
大陸整認和第１２３４号

近運整認和第１２３４号

□6 □6 －□1 □2 □3 □4 □  

運 輸

支局名

運輸支局

コード
運輸局指定番号の例 整備工場コード欄への記入例

運輸支局

コード
指定の一連番号

左記例のアンダーラ

イン部

（右づめ左づめ可）

大阪 ６１ 近指大第１２３４Ａ号

大指奈第１２３４Ａ号

□6 □1 －□1 □2 □3 □4 □

□6 □5 －□1 □2 □3 □4 □京都 ６２

兵庫 ６３

滋賀 ６４

奈良 ６５

和歌山 ６６

運輸支局コード

認証の一連番号：

指定の一連番号：指定自動車整備事業の指定を受けた事業場に付される指定番号中の通し番号

自動車特定整備事業場又は指定自動車整備事業場の所在地を管轄する運輸支局のコード：

自動車特定整備事業の認証を受けた事業場に付される認証番号中の番号（分類番号含む）

２．整備工場コードの記入例（現車を提示して受検する場合）

支局等にて持込検査を受ける場合は、認証の一連番号を！

３．整備工場コードの記入例（保安基準適合証により現車の提示を省略して受検する場合）

保安基準適合証により更新する場合は、指定の一連番号を！
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５．指定整備窓口における手数料納付方法について

( ) ( )


